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｢最近の研究から見えてきた肺炎診療のトピックス｣ 

国立病院機構三重病院 呼吸器内科 丸山 貴也 

はじめに 

肺炎は、発症した環境によって市中肺炎、医療ケア関連肺炎、院内肺炎、人工呼吸器

関連肺炎の 4種類に分類されます。それらの分類毎に治療指針が存在するため、肺炎診

療は複雑化しています。我々は、「すべての肺炎を 1 つの治療アルゴリズムの中で治療

することで肺炎診療をシンプルにすること」を目的として、多施設で前方視的観察研究

を実施し、2018 年に米国感染症学会誌（Clinical Infectious diseases）へ発表しま

した。 

本日はその論文、日本名で「耐性菌の危険因子に基づいた、全ての肺炎の治療戦略」

の内容を中心にお話させていただきます。 

 

肺炎のスペクトラム 

肺炎は発症した環境によって市中肺炎、医療ケア関連肺炎、院内肺炎、人工呼吸器関

連肺炎の 4種類に分類されます。市中肺炎は在宅で発症する肺炎、院内肺炎は病院内で

発症する肺炎、人工呼吸器関連肺炎は、人工呼吸器管理中に発症する肺炎です。 

医療ケア関連肺炎は、2005年の米国胸

部疾患学会と感染症学会の合同ガイ

ドラインで規定された肺炎の分類で、

高齢者施設の入所者や、90日以内に入

院歴、抗菌薬の投与歴のある人、透析

中の患者さんなどに発症する肺炎で、

ちょうど市中肺炎と院内肺炎の中間

的な性質を持つとされています。日本

では医療・介護関連肺炎とも呼ばれて

います。 



一般的には、図のように市中肺炎＜医療ケア関連肺炎＜院内肺炎＜人工呼吸器関連肺炎

の順に耐性菌の感染リスク、死亡率が上昇するとされています。 

2005 年に発表された米国胸部疾患学会と感染症学会の合同ガイドラインでは、医療

ケア関連肺炎は院内肺炎や人工呼吸器関連肺炎と同様に耐性菌の頻度が高く、耐性菌を

カバーする治療を行うことが推奨されました。 

表に示しますとおり、米国か

らの疫学データは、医療ケア

関連肺炎の MRSAや緑膿菌、そ

れらを含む多剤耐性菌の頻度

と死亡率は市中肺炎よりも高

く、このガイドラインを支持

するデータです。 

一方、日本と欧州からのデ

ータは、医療ケア関連肺炎の

耐性菌の頻度は院内肺炎より

も低く、むしろ市中肺炎によ

く似ていることが報告されて

います。 

また、これらの報告をまとめたシステマティックレビューでも医療ケア関連肺炎は、

必ずしも耐性菌の感染を示す分類ではないことが報告されています。 

これらのデータに基づいて 2016 年の米国胸部疾患学会と感染症学会の合同ガイドラ

インでは、医療ケア関連肺炎は院内肺炎から切り離し、市中肺炎に含めることが発表さ

れました。しかしながら、先ほど示しました通り、米国では医療ケア関連肺炎の死亡率

と耐性菌の頻度は市中肺炎よりも高いことは事実です。また、院内肺炎の原因微生物で

さえ、市中肺炎の原因微生物と同じであったとの報告もあります。これらの報告から、

肺炎の原因微生物は多様であり、「肺炎を発症する環境によって分類し、原因微生物を

定義する」ことが必ずしも正しい方法ではないことが示唆されます。 

 

重症度と耐性菌の危険因子に基づいた治療アルゴリズム 

 さて、我々は過去に、米国の肺炎診療の権威である Michael Niederman先生が考案さ

れた、医療ケア関連肺炎に対して耐性菌の危険因子と重症度に基づいて初期治療を決定

するアルゴリズムの有用性を検証しました。このアルゴリズムを用いて治療することで、

90％以上の症例が適切な抗菌薬治療を受けることができ、良好な生命予後を維持したう

えで、広域抗菌薬の使用を 50％以上削減できることが実証され、2013 年に Clinical 

Infectious Diseasesへ発表しました。 

この治療アルゴリズムを改変し、肺炎を発症環境により分類するのではなく、それぞ



れの患者さんがもっている耐性菌の危険因子によって全ての肺炎を１つのアルゴリズ

ムの中で治療できるかどうかを今回の前方視的他施設共同観察研究で検証しました。 

こちらが全ての肺炎を一つにまとめて治療するアルゴリズムです。肺炎と診断された

場合、肺炎の分類は

問わずに重症度（ICU

入院または人工呼吸

器管理の必要性）を

評価し、重症度を含

めて表に示した耐性

菌の危険因子が 2 つ

以上ある場合は、耐

性菌のリスクが高い

群として、院内肺炎

と同様に耐性菌をカ

バーする初期治療を

選択します。 耐性

菌の危険因子が 2 つ

未満の場合は、耐性菌の 

リスクが低い群として、市中肺

炎と同様の耐性菌をカバーし

ない初期治療を選択します。 

実際に検出された MRSAや緑

膿菌などの多剤耐性菌は、耐性

菌のリスクが高い群で、耐性菌

のリスクが低い群よりも頻度

が高い結果が得られ、肺炎の発

症環境に基づかなくても患者

個々が有する因子により適切

に分類されることが示されま

した。 

 

耐性菌の危険因子に基づいて分類された生命予後と予後因子 

全体の 83％がこのアルゴリズムに従った初期治療を受けましたが、95％で原因微生

物をカバーする適切な初期治療が選択されました。生命予後は 30 日以内の死亡率で評

価しましたが、肺炎全体で 7%、耐性菌のリスクが低い群では 4.5％、高い群では 12.5％

という結果でした。 



なお、従来の発症環境で分類し

た肺炎についても確認したところ、

30 日以内の死亡率は市中肺炎: 

4.7%, 医療ケア関連肺炎: 6.7%, 

院内肺炎: 13.6%, 人工呼吸器関

連肺炎 18.2%と、過去の報告と比

較しても、生命予後は良好でした。 

年齢、基礎疾患、入院時のバイ

タルサインや血液データなどの患

者個々が有する因子と、市中肺炎、

医療ケア関連肺炎、院内肺炎、人

工呼吸器関連肺炎といった肺炎の

分類を組み合わせて予後規定因子を多変量解析で評価したところ、低血圧、不適切な初

期治療に加えて高齢、30%未満のヘマトクリット値、栄養不良、脱水、慢性肝疾患とい

う、患者個々が有する因子が予後と有意な相関を示しました。なお、肺炎の分類（市中

肺炎、医療ケア関連肺炎、院

内肺炎、人工呼吸器関連肺炎）

は予後との相関は認められま

せんでした。 

これらの結果から、全ての肺

炎は耐性菌の危険因子により、

適切に分類、治療ができ、さ

らには肺炎の分類（市中肺炎、

医療ケア関連肺炎、院内肺炎、

人工呼吸器関連肺炎）よりも

患者それぞれの持つ因子が生

命予後の評価には重要である

ということが示されました。 

 

肺炎診療ガイドライン 

さて、現在の肺炎診療ガイドラインは国

によって方向性が異なります。 

2017 年に発表された日本呼吸器学会のガ

イドラインでは、医療介護関連肺炎は、院

内肺炎に含めて治療を行います。 

一方、2016 年に発表された米国胸部疾



患学会と感染症学会の合同ガイドラインでは医療ケア関連肺炎は院内肺炎から切り離

し、市中肺炎に含めて治療を行います。 

日本呼吸器学会

は、肺炎診療をよ

りシンプルにする

ため、今まで市中

肺炎、医療介護関

連肺炎、院内肺炎

と、3冊あったガイ

ドラインを 1 冊に

まとめました。し

かしながら、図に

示されているとお

り、肺炎の分類ご

とに重症度、耐性

菌の危険因子を評

価する必要があるため、まだ複雑です。 

米国からは、医療ケア関連肺炎を含めた市中肺炎のガイドラインが発表されることに

なっていますが、それ以降は肺炎診療をよりシンプル化する方針がとられることが推察

されます。 

 

本日紹介しました我々の研究では、患者

個々の耐性菌の危険因子に基づいた１つ

のアルゴリズムの中で、すべての肺炎が

適切に治療されうることが示されました。 

本研究の成果は肺炎の予後を良好に保ち

つつ、抗菌薬の過剰投与を防ぎ、さらに

は複雑化している肺炎の診療をシンプル

にする一助となることを期待されていま

す。 


